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研究成果の概要（和文）：大規模な企業レベルの貿易と取引ネットワークを用いた分析から、2009年のリーマン
ショック及び2020年の新型コロナウイルスパンデミックでは、貿易企業が大きなダメージを受け、それがサプラ
イチェーンを通じて国内のサプライヤーにも波及していたことが確認された。
2021年から始めた感染症対策と経済活動という研究では、疫学のモデルに経済活動を組み込み、緊急事態宣言等
の政策が経済に与える影響を試算した。また両者の間にあるトレードオフを定量化し、政策立案のメニューを提
示した。社会が感染症を抑えるためにどれほどの経済活動を犠牲にするかという指標も国によって大きく異なる
ことがわかった。

研究成果の概要（英文）：Using a large-scale dataset on firm-level trade and firm-to-firm 
transactions, we found that direct exporters and importers experienced large negative shocks during 
the Great Financial Crisis (GFC) in 2009 and global coronavirus pandemic in 2020. It is confirmed 
that those negative shocks propagated to domestic suppliers via supply chains. 

In the study of balancing infection control and economic activity during pandemic, we incorporated 
economic activity into a standard epidemiological model and estimated the economic impact of 
non-pharmaceutical intervention (NPI) policies such as the declaration of emergency status. We also 
quantified the trade off between infection control and economic activity, and presented a policy 
menu. We found that the willingness to pay to prevent infection is very heterogeneous across 
countries. 

研究分野： 国際貿易、マクロ経済、ネットワーク

キーワード： 国際貿易　企業間ネットワーク　サプライチェーン　波及効果　コロナと経済　COVI-19

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
企業の貿易と国内市場という観点では、大規模な企業レベルのデータを用いて海外のリスクが国内の非貿易企業
にも波及することを示した点は学術的意義が大きい。またコロナと経済というテーマでは緊急事態宣言やワクチ
ン配布の経済的影響の定量化に取り組み、政策現場を含め広く社会に発信した。感染症対策はほとんどの個人の
生活に影響するため、これらの政策メニューを提示したことは社会的意義が大きかったと考えられる。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



 

 

様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
 
近年の米中貿易戦争やイギリスの EU 離脱問題は加速化するグローバリゼーションの中で海外
との競争に晒された国内労働者が、格差是正や自国第一主義を唱え、保護主義的な政策を訴えて
いることが原因の一つであると指摘されている。これまで国際貿易を専門とする経済学者の間
では、貿易自由化やグローバリゼーションは産業間や生産要素間の格差を生み出すものの、再分
配が機能すればトータルではウィン–ウィンの結果をもたらすために歓迎されるべきものという
コンセンサスがあったが、現実は再分配がうまく機能していない可能性がある。Autor, Dorn, 
and Hanson (2013)に代表される一連の「チャイナシンドローム」の研究では、1990 年以降の
中国の台頭で関連する産業のアメリカでの雇用が奪われ、賃金が低下したと報告されている。一
方で Antras, Fort, and Tintelnot (2017)に代表される研究では、中国から安価な中間財を輸入
することで限界費用が下がり、それが生産性の上昇と企業規模の拡大につながるという正の影
響も指摘されている。また Caliendo et. al. (2018)や Tintelnot et. al. (2018)が指摘するように、
これらの貿易が国内の労働市場に与える影響を分析する際には産業間の繋がり、ひいては企業
間のネットワークまで考慮する必要がある。このような国際貿易などのグローバリゼーション
と国内の労働市場の問題は、しばしば政治的議論の的になるものの、厳密な実証手法を用いて解
析した研究は意外に少ない。また近年では貿易よりも海外直接投資（FDI）によって外国での販
路拡大や安価な労働力を獲得する企業が多いが、FDI と国内労働市場やその波及効果といった
ものも実証研究が少ないのが現状である。 
 
上記の背景から、企業の異質性を考慮した最新の貿易と FDI モデルを用いて、企業の国際化が
国内の労働者格差に与えた影響を分析する予定であったが、2020 年に発生した世界的な新型コ
ロナウイルスパンデミックが経済に与えた甚大なダメージを鑑み、感染症対策と社会経済活動
というテーマにシフトして研究を行った。 
 
 
２．研究の目的 
 
本研究では企業レベルの貿易および FDI データを用いて企業の国際化が国内の労働需要に与え
る影響とその波及効果を推定する。学問的独自性は日本の企業レベルの貿易と FDI が労働市場
の様々な格差（正規 vs非正規や失業率および賃金）に与える影響を適切な操作変数を用いて分
析するところにある。また東京商工リサーチ（TSR）の企業間ネットワークのデータを用いて企
業レベルでの雇用の波及効果を分析する点もこの研究の強みである。TSR や他の政府統計を用
いて、厳密な実証結果を提示し、政策インプリケーションを提供することが本研究の目的である。
１００万社以上の詳細な企業間ネットワークのデータと企業別の貿易データを組み合わせ研究
は初の試みであり、貿易政策が国内企業に与える影響について新たな知見をもたらすと考えら
れる。グローバルサプライチェーンや付加価値貿易の重要性が年々高まっている中、国際貿易に
企業間の取引ネットワーク形成を明示的に組み込んだモデルは現在までに存在しておらず、本
研究が新たな貿易政策のインプリケーションを提示すると期待される。 
 
また 2020 年以降は新型コロナウイルス感染症拡大を鑑み、新型コロナウイルスと経済活動とい
うテーマで研究を進めた。東京大学の仲田泰祐氏と共に、疫学モデルに経済活動を組み込んだモ
デルを構築し、今後の経済活動の推移と感染症による被害のシミュレーションやトレードオフ
を提示した。当時「感染症対策と経済活動の両立」という言葉は政策決定の現場のみならず、日
常の様々な場面で聞かれていたが、両者の関係を定量化した分析は全くと言っていいほど存在
していなかった。当初の目的は、高頻度データから推定した疫学マクロモデルを使って、緊急事
態制限等の非医学的介入と経済活動の短期的なトレードオフを定量化し、政策立案のメニュー
を提示することであった。しかしパンデミックが長期化していくにつれ、ワクチン普及の経済効
果やワクチンの最適配分戦略、また東京五輪が感染に与える影響や日本の自殺者数等幅広いト
ピックに対して研究を進めていった。2021 年 1 月からは、毎週最新のデータで分析を更新し、
ウェブサイトで広く発信している。これらの分析内容はコロナウイルス分科会やアドバイザリ
ーボード、内閣府や東京都に提出され、政策立案プロセスにも一定の貢献をすることができた。 
 
 
３．研究の方法 
 
本研究ではまず、東京商工リサーチ（TSR）の詳細な企業間ネットワークデータを使用して、企
業の輸入と輸出が雇用にどう影響するかを分析する。企業貿易が売上や雇用に与える影響を調



 

 

べるために、2008年のリーマンショック及び 2020年の世界的なパンデミックによる貿易量急減
（trade collapse）を外生的ショックとして用いる。この二つのエピソードでは貿易量が GDP以
上に減少したことが多くの研究で報告されており、輸出入に関わる企業は甚大なダメージを被
ったと考えられる。これにより一方向の因果関係を検証し、これらの影響がどうサプライチェー
ンを通じて川下や川上に波及したかを調べる。分析手法は差の差分析（DID）と傾向スコアマッ
チングを用いる。TSRは１００万社以上の企業を収録しており、雇用数も報告されているため直
接輸入や輸出が減少した企業の取引先まで雇用の変化が起きたかを外生変数を使って検証する。
これは Felix Tintelnot 等が指摘するように、企業の直接外国財依存のシェアと間接的なシェ
アまで含めたものはかなり違う分布になることから、直接輸出入の情報だけでは見落とされて
いた間接輸出入（foreign exposure）情報をネットワークデータで把握し、新しい検証を行うも
のである。 
 
新型コロナウイルスの研究では、疫学の SIR モデルに人流と経済活動を組み込み、高頻度データ
から推定したモデルを使って、今後どういう経済活動の経路を辿ると、感染症がどのように広が
るかシミュレーションした。この疫学マクロモデルを応用し、ワクチン接種のスピードを早める
ことでどれくらいの経済効果が生まれるか、また高齢者や若者といった複数のグループがある
際に、どのようにワクチンを配分すると経済にも感染対策にもプラスなるかを検証した。 
 
４．研究成果 
 
2009年、2010年、及び 2020年の企業レベル輸出データと取引ネットワークのデータを用いて、
世界的な不況による trade collapseが直接輸出業者を通してどのように国内のサプライヤーに
波及するかを調べた。2009年と 2020年はそれぞれリーマンショックとパンデミックによって直
接輸出業者に負の影響があったことが確認された。この負のショックは一次間接輸出企業、二次
間接輸出企業へと波及して行き、サプライチェーンを追うごとにショックが低減していくこと
も確認された。また 2010年は貿易の急減からの回復が起こり、輸出業者には正の影響があった
が、こちらもサプライヤーに波及していくことがわかった（図１参照）。これらの結果は、既存
の貿易統計で分類される輸出および非輸出企業の定義は実は曖昧であり、海外市場へのサプラ
イチェーンを通じた距離が重要であることを教えてくれる。貿易自由化などの政策が企業間格
差や産業ダイナミクスに与える影響を考える際には、間接的に付加価値を輸出する企業の役割
を考慮することが非常に重要であることを示唆している。 
 
新型コロナウイルスの研究では疫学マクロモデルを構築し、緊急事態宣言の解除シナリオのシ
ミュレーション分析を行なった（図２参照）。このようなシミュレーション分析を毎週最新のデ
ータで更新し、ウェブサイトで広く発信した。分析結果は政府の新型コロナ分科会、アドバイザ
リーボード、内閣府、東京都コロナモニタリング会議等に提出され、政策形成プロセスでも活用
された。また海外を含む新聞、テレビ等のメディアでも発信された。 
 
ワクチン接種と経済というテーマでは、2021 年の時点で 1 日の接種ペースを１０万本増やすこ
とで数千億円の経済損失を回避し、数十人から百人のコロナ死亡者数を減らせるとの試算を提
示した（図３）。また東京オリンピック開催が国内の感染に与える影響を試算した分析では、選
手や関係者等が海外から入国するリスク、会場での応援が感染拡大をもたらすリスクは限定的
だが、五輪開催によって気の緩みが生じたり、スポーツバー等のハイリスクエリアでの活動が活
発になると影響が大きくなり得るとの結果を提示した（図４）。 
 
コロナと経済の関係、及び感染対策のマクロ政策は国ごとに大きな異質性がある。数人の感染者
が出ただけでも都市全体に厳格なロックダウンを命じる国もあれば、個人の私権制限を極力避
け、ある程度の感染拡大を容認する国もある。国ごとの感染と人流、及び四半期 GDP のデータ
と、上記の疫学マクロモデルを使って、各国のコロナ感染を減らすための支払い意思額を顕示選
好の視点から推定した。日本やオーストラリアといった国々は感染防止の支払い意思額が非常
に高い一方で南米や欧州の国では支払い意思額が相対的に低いことがわかった（図５）。 
 

  



 

 

＜図１＞ 

 
 

＜図２＞ 

 
 

＜図３＞ 
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Propagation of foreign shocks to exporters

regular net

ワクチンと経済（東京、デルタ株感染力1.95倍）

• デルタ株感染力が強いと、再度緊急事態宣
言の可能性が高くなる

• 緊急事態宣言が再度かかるシナリオでは、
接種ペースを早めることで点が左下に移行

• 1日のペースを10万本上昇させることで数千
億円の経済損失を回避、数十人〜百人以上
の命を救うことができる



 

 

＜図４＞ 

 
 

＜図５＞ 
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海外からの入国 国内

直接的影響 間接的影響

対象人口（東京）
（一日当たり）

約10万人 約18万人 約1400万人

１日新規感染者数へ
の影響

～15人 10～80人 大きくなり得る

重症患者数への影響 ～3人 2～10人 大きくなり得る

評価 限定的
１．抑止可能

２．「負のアナウンスメン
ト効果」に注意

要注意

前回の分析
（5月21日・24日）

今回の分析
（6月16日）

五輪による感染への影響
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